
 

 

 

 

 

 

 

  

       

 

 

 

 

 

 

 

 

 

        

 

 

 

 

 

        

        

 

 

 

 

  

 

      

 

 

        

 

 

 

 

 

 

 

    

 

   

 

H23.1.24作成（R5.4.1改訂） 

拒絶通知に対

する意見書・

補正書案検討 

社
会
連
携
課 

知
的
財
産
係 

先行技術調査依頼 

発明届 

先行技術 

調査結果 

通知 

異議申立 

権利譲渡書 

作成・保管 

共願者への確認 

共同出願契約 

出願依頼 

（明細書作成・出願） 

審
査
請
求
要
否
に
つ
い
て
確
認 

通
知 

出
願
番
号
通
知 

権利化には特許

庁の審査が必要。

その審査を請求す

ること。 

特
許
事
務
所 

先行技術調査 明細書作成内容確認 

特許出願 

出
願
番
号 

通
知 

審
査
請
求 

拒絶理由通知

に対する意見書

補正書案作成 

拒絶理由あり 

意見書・補

正書作成提

出 

特許出願受理 
特
許
庁 

特許公開 
拒絶理由通知 

外国出願関連事項 

JST権利化支援申請期限（出願から６カ月） 

登
録
料
納
付 

登
録
料
納
付 

出願から 20年で特許満了 

ただし、登録後 10年目以降

は特段の事情がない限り、

原則として特許権の維持は

しない。 

満
了 

出願 ４年(目安) ５年(目安) １年 ２年 ３年 ２０年 

出願 ４年(目安) ５年(目安) １年 ２年 ３年 ２０年 

 

 

 

 

★１研究費による出願の場合もある 

★２意見書・補正書提出後、再度、拒絶理由通知が届く可能性あり 

意見書・補正書

の審査★２ 拒絶理由解消 

拒絶査定 

登
録 

特
許
査
定 

通
知 

維持年金 

PCT（外国）出願期限（出願から 1年） 

出願から登録まで

の期間は平均５年 

 

発明届から特許登録までのフローチャート 

発
明
者 

共
同
出
願
人 

共同出願では原則企業に出願費用

負担を要請 

発明 通知 

通知 ③権利譲渡書 

捺印 

共願等の意向回答 明細書作成 

内容確認 

出
願
番
号 

通
知 

④明細書作成 

内容確認 

②異議申立 

審
査
請
求
に 

つ
い
て
確
認 

通
知 

⑦拒絶理由通知

に対する意見書・

補正書案確認 

通
知 ⑧

意
見
書
・補

正
書
作
成 

出
願
番
号 

通
知 

意見書・

補正書 

提出依頼 

通
知 

登
録 

登
録 

 要 

否 

取
下
げ 

通
知 

審
査
請
求
要
否
調
査
票 

 

⑥
調
査
票
回
答 

意見書・補正書 

実体審査 

JST移行国申請期限（出願から２年） 

PCT（外国）指定国移行期限（出願から２年半） 

共願等の意向及

び費用負担・持分

比率交渉 

④明細書作成 

内容確認 

拒
絶
理
由
な
し 

通
知 

通
知 

通
知 

通
知 

通
知 

権
利
維
持
要
否
調
査
票 

⑨
調
査
票
回
答 

権
利
維
持
要
否
確
認 

維
持
年
金 

①発明 

 

通
知 

通
知 

通
知 

審査請求要否 

審査請求依頼 

要 

個
人
帰
属 

発明内容の検討 

帰属等の決定 

再審議 

機関帰属 ★１ 出願時に付される特

許庁の識別番号 
拒
絶
理
由
解
消
せ
ず 

否 

維持年金の

要否検討 

要 

否 

発
明
審
査
委
員
会 

原則毎月

１回開催 

登録後３年目及び

６年目に調査実施 


